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【開  会】 

○山中委員長 それでは、平成27年第４回教育委員会会議を開会いたします。 

 本日の会議録の署名は、池田官司委員と阿部委員にお願いいたします。 

 本日の議案第７号から第９号は、人事に関する事項に関する事項ですので、

教育委員会会議規則第14条第２号の規定により公開しないこととしたいと存じ

ますが、いかがでしょうか。 

 

（「異議なし」と発言する者あり） 

 

○山中委員長 それでは、本日の議案第７号から第９号については、公開しな

いことといたします。 
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【議  事】 

◎議案第１号 平成27年度教育委員会事務の点検・評価の実施について 

○山中委員長 それではまず、議案第１号について、事務局からご説明をお願

いいたします。 

 

○生涯学習部長 議案第１号 平成27年度教育委員会事務の点検・評価につい

て説明いたします。 

 教育委員会事務の点検・評価は、地方教育行政の組織及び運営に関する法律

第27条の規定に基づき、実施するものです。 

 本議案では、平成27年度の点検・評価を実施するに当たり、点検・評価項目

と意見を徴する学識経験者をご決定いただきたいと思います。 

 別紙１、点検・評価項目をご覧ください。 

 札幌市教育振興基本計画に掲載している全ての成果指標及び体系上の幾つか

の施策を点検・評価項目とすることとして、施策については、事務局案として

別紙２のとおり提案させていただきたいと思っております。 

 具体的には、別紙２、Ａ３判横の資料をご覧いただきたいと思います。 

 表の右側、平成27年度対象（案）としている項目の赤い実線の囲み内で丸印

をつけている施策が事務局案となります。 

 施策としては七つですが、網かけで色分けしたとおり、大きく三つの分類と

なります。 

 一つ目は黄色の網かけをした特別支援教育に係る施策を三つ、二つ目は水色

の網かけをした教職員の資質向上に係る施策二つ、三つ目は緑色の網かけをし

た情報化の推進に係る施策二つです。 

 提案させていただく項目は、平成26年度において重点的に実施し、さらに、

平成27年度以降、充実又は新たな展開が検討されていること、また、そのほか

に、過去の選定状況、施策間の関連、対象項目数などを考慮して選定したもの

です。 

 なお、平成27年度からの点検・評価は、教育振興基本計画の進行管理の一端

を担うという位置づけのもとして実施することから、計画期間の５年間の施策

を評価対象とする、平成27年度から31年度までの５年間で、計画上の全ての施

策を最低１回は評価対象としたいと考えているところです。 

 評価対象となる施策については、毎年度、教育委員会にて決定いただきます

が、一旦、事務局で想定している平成31年度までの対象案は、表の一番右側に

ある、平成28年度以降の評価対象想定のとおりです。これは、会議外の報告の

際に教育委員の皆様からいただいたご意見を踏まえ、参考として提出させてい

ただいているものです。 
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 それでは、平成27年度の事務局案としてお示しした赤枠内の七つの施策につ

いて、大きく三つの分類でその選定理由を具体的に説明させていただきます。 

 議案の参考２をご覧ください。 

 まず、特別支援教育にかかわる部分です。 

 全国的な傾向として、特別支援の子どもたちが増えていますけれども、札幌

市においても、特別支援学校や特別支援学級に在籍する児童生徒が急増してい

ます。また、文部科学省の調査によると、小中学校の通常学級に発達障がいの

可能性がある児童生徒が6.5％程度在籍していると考えられています。 

 このような状況の中、札幌市においては、現在、学びのサポーターの拡充等

による学校支援体制の充実、市立特別支援学校における児童生徒の障がいの多

様化などに応じた教育内容の見直しの検討、インクルーシブ教育システム構築

に関するモデル事業を通した実践事例の研究などを進めているところです。 

 また、平成27年度以降については、さらに、身近な地域で専門的な教育を受

けられるよう、特別支援学級や通級指導教室の整備拡充、平成28年度の障がい

を理由とする差別の解消に関する法律の施行に伴い、法の理念の解説や、好事

例等を整理して、学校職員に対する対応指針の策定、特別支援教育に関する相

談件数の増加等に伴う相談員や相談場所の拡充などを重点的に進めていく予定

です。 

 このように、特別支援教育に関しては、近年、様々な面でニーズが高まって

おり、将来像を見据え、さらに充実、発展させていくべき施策であることから、

平成27年度の評価対象としたいと考えたところです。 

 次に、教職員の資質向上についてです。 

 札幌市においては、これまでも、目指す教育を具現化する資質、能力を兼ね

備えた管理職の登用や、学校課題の解決に向けた管理職の適材適所の配置、特

別選考枠の推進などによる優秀な人材の確保、さらに、教職経験や職能に応じ

た研修などを展開してまいりました。 

 このような状況の中、平成26年度は、教育振興基本計画の推進を考慮した研

修内容、研修方法の改善充実を行ったほか、若手教員の資質能力の向上を目指

して、採用前に参加希望者を対象とした研修、フレッシャーズセミナーを北海

道教育大学と連携して新たに実施し、さらに、採用後も、これまで１年間で実

施してきた初任者研修を２年間かけて実施するというところです。 

 また、管理職については、マネジメント力の更なる向上を目指し、平成27年

度の新任校長を対象に校長会とも連携した研修を新たに行う予定であり、さら

に、幅広く柔軟な発想力を持つ教職員の育成のため、道内外の市町村教委と相

互の人事交流も行っていく予定です。 

 このように、今日的な課題に対応するため、新たな取り組みも交えながら、
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教員の資質向上に取り組んでおり、今後のさらなる充実、発展につなげるため、

検証が必要であることから、評価対象としたいと考えたところです。 

 最後に、情報化の推進についてです。 

 情報化への対応については、次代を担う子どもたちにとって重要なものでし

て、教育の情報化は全国的な課題となっています。 

 文部科学省は、平成23年４月に教育の情報化ビジョンを策定し、教科指導に

おけるＩＣＴの活用などを通し、教育の質の向上を目指すことを明らかにして

います。さらに、平成25年６月に閣議決定された国の第２期教育振興基本計画

においても、ＩＣＴを活用した教育の推進が掲げられております。 

 このような中、札幌市においても、現在、モデル校においてタブレット端末

やデジタル教科書などの活用に関する実践的な研究を行うとともに、ＩＣＴ機

器や教材の整備、活用促進に向けた施策などを含めた総合的な推進方針の作成

を進めており、平成26年度内におおよその方向性を打ち出していきたいと考え

ているところです。 

 今後は、子どもたちの学ぶ力の育成に資する教育の情報化について、推進方

針に基づいた具体的な取り組みを推進していく必要があることから、評価対象

としたいと考えております。 

 各項目の選定理由は以上となりますが、いずれの項目も、過去の点検、評価

において、体系的に評価したことがないことも考慮しています。 

 次に、別紙１の２番目、意見を徴する学識経験者についてです。 

 事務局案としては、お一人は、学校教育分野の専門家として、今回、初めて

となる、北海道教育大学にて生物学を専門とされている並川寛司先生にお願い

したいと考えています。また、社会教育分野の専門家としては、平成25年度か

らの３回目となりますが、札幌国際大学で社会教育学を専門とされている佐久

間章先生にお願いしたいと考えています。 

 以上、点検・評価項目及び意見を徴する学識経験者に関して、事務局案を説

明させていただきました。 

 ご審議のほど、よろしくお願いいたします。 

 

○山中委員長 ありがとうございます。 

 委員の方々から、ご質問、ご意見がありましたらよろしくお願いいたします。 

 

○池田（官）委員 二つ目の意見を徴する学識経験者についてですが、別紙１

の１人目の並川教授については、専門は生物学となっておりますが、学校教育

については非常に十分な学識をお持ちの方と理解して構わないのですね。 
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○学校教育部長 教育大附属札幌中学校の校長先生もなさっています。また、

今回、フレッシャーズセミナーなど、大学との連携時にも窓口になっていただ

いていて、小中の教育にお詳しい方です。 

 

○山中委員長 生物学が専門だからということで選んだのではないということ

ですね。 

 

○池田（光）委員 参考２の第１番目の特別支援教育の推進のところですが、

前回、北翔養護学校に訪問させていただいて感じたことは、彼らの卒業後のこ

とを踏まえながらの特別支援教育の推進まで踏み込んで考えたほうがよいので

はと感じました。 

 卒業した後のケアも含めて少し考えを入れ込んでいったほうがよいのかなと

思っているのですが、それが正しいかどうかをお聞きしたいと思ったのです。

悩むところかなとは思っています。 

 

○学校教育部長 北翔の場合は、就労や進学というよりも、福祉の方向に絡ん

でいくと思うのですが、例えば、豊明のような場合は、就労支援という視点で

考えていますので、その部分は卒業後のことも含まれる部分が当然出てくると

思います。しかし、北翔については、教育の部分から少し外れていくところも

あるかと思います。 

 実際に、この点検の中で点検内容を示した段階でいろいろとご議論をいただ

くのがよいかと思います。 

 

○山中委員長 卒業後のケアのことも含めた指導というものを特別支援教育の

中にどこまで取り込んでいくのか、点検評価をしながら、さらにこういうこと

までやっていくべきではないかというご指摘があれば、当然、点検評価の中身

として取り上げていくことにはなるのではないでしょうか。 

  

○阿部委員 参考２の２段目の教職員の資質向上に、管理職の適材適所の配置

というところがありますが、管理職の適材適所の配置というのは具体的にどう

いうことを指すのか、教えていただけますか。 

 もう一つ、特別選考枠の推進というのは具体的にどういうことを指すのか、

この２点を教えていただきたいと思います。 

 

○教職員担当部長 管理職の適材適所の配置というのは、例えば、特別支援関

係の施設がある、あるいは、こちらのほうでモデル事業を長年お願いしている
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ところの管理職については、地域の実情と、特別支援のモデル事業を指定して

いる学校に力量のある管理職を配置するという例があるかと思います。 

 それから、特別選考枠については、スポーツに長けている方、あるいは、障

がいをお持ちの方で教員を目指している方等々につきましては、特別選考枠を

設けて選考している現状です。 

 

○池田（官）委員 施策の項目については、非常に適切ではないかと感じます。 

 少し細かいことですが、一つ目の特別支援教育の推進について、参考２とし

て用意していただいた資料にも、通常の学級に発達障がいの可能性がある方が

非常に多く在籍しているということで、これが、直接、特別支援教育という形

にならないのかもしれませんけれども、こういう方への現場での対応はすごく

難しかったり大変なのだろうと思います。 

 施策の評価なので難しいかもしれませんが、そういったことを評価の項目と

して盛り込んでいくことはできるのでしょうか。つまり、通常の学級にいる発

達障がいの可能性のある方たちへの現場の対応で何かなされてきたことや、問

題点を抽出していったりするような項目を含めていくことはできそうでしょう

か。 

 

○学校教育部長 この項目でいいますと、１－４－１に一人一人の多様なニー

ズに応じた教育の充実というところがあります。実際に研修などをやりながら、

校内での特別支援教育を充実させる体制は進めているのですが、その部分がし

っかりとなされているのかどうか、そういった観点から点検の中に組み込んで

いくことはできると思います。 

 

○山中委員長 当然、研修と関連させて取り上げるべき部分があるわけで、現

場には発達障がいでありながら普通学級に通っている方がいます。保護者の立

場から見て、普通学級で学ばせたいということで通わせている例があるのを見

聞きしますが、それについては、現場の先生方は大変苦労していらっしゃいま

す。それに対して、教育委員会としても、どういう形で研修し、応援していく

のかというのは大事です。それは、特別支援の枠ではなくて、研修も含めなが

ら、普通学級における学習のあり方を全体的に検討していかなければなりませ

ん。横の連携が必要になると思うので、そこは取り上げさせていただいたほう

がよいかと思います。今回の設定の枠の中にはめてしまうというよりも、ほか

のことにも関連しながらということでお願いしたいと思います。 

  

○阿部委員 最後の情報化の推進のところです。 
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 ＩＣＴということで、パソコンなどのＩＴのことに関して、非常に詳しい教

員と、逆に、操作に苦手意識を持っている先生と格差があるという現状だと思

います。ＩＣＴを活用するとなったときに、その格差をどのように埋めていく

のかというところについて、これからにはなると思うのですが、どのように捉

えられているかを教えていただければと思います。 

 

○学校教育部長 文部科学省で、毎年の年度末に、教員のＩＣＴ活用力にかか

わる調査を行っているのですが、札幌市の場合、３割ぐらいの教員は授業で実

際に使えています。残りの７割は、使うのがかなり難しい状況にあります。例

えば、教育センターでは、そういう状況を踏まえて、授業で実際に活用してい

る先生を講師にした上で、授業でにどう使うかという講座を設けたりしていま

す。逆に、操作自体がなかなか厳しいという先生もいらっしゃるので、使うス

キルみたいな段階での講座を用意したり、教員の状況に応じた講座を用意して

いる状況があります。 

 また、ＩＣＴの機器は、目指すべき授業像があっての機器の利用なものです

から、本質を教員がきちんと押さえて、まずは授業を充実させるという意識づ

くりは経年でやっている研修または管理職対象の研修のときに基本的な考え方

を示しているところです。 

 そういった意味では、センターで行っている講座をさらに教育の実態に合っ

たような形で進めていきたいと考えているところです。 

 

○池田（光）委員 同じく情報化の推進ところです。 

 ２行目から３行目にかけて、ＩＣＴの活用などを通して教育の質の向上を目

指すとあります。最終的にはこういうことになるためにやると思うのですが、

教育のあり方とか違った側面からのＩＣＴの活用という面もあるのではないか

という気がします。ＩＣＴを活用すると、いきなり教育の質の向上につながる

と思われかねない表現かなと気になっているので、もう少し、多面的なとか、

今までとは異なる教育のアプローチの仕方があって、その結果、質の向上を目

指すという形にしたほうがよいと思います。ＩＣＴを使うと質の向上につなが

るとなってしまう気がします。そうではないと思うのですが、その辺はどうい

う表現がよいのかと思います。このままでよいのかもしれませんし、そういっ

た表現を入れたほうよいのか、読んでいて悩んでいたところですが、その辺は

いかがですか。 

 

○教育次長 ＩＣＴ自体は、ご指摘のとおり、あくまでも道具です。ですから、

ＩＣＴを活用すると質が向上するような表現自体はまずい感じはします。これ



 

- 8 - 

はこのとおりとして、検証の中でそういう議論をしていただきたいと思います。 

 もう一点、先ほどの阿部委員からの質問の中にありましたが、研修の重要性

というのはもちろんそうだと思います。もう一方で、現実にＩＣＴ機器を使っ

ていく中からどういう教育の内容に変えていくのかと。例えば、ある機械があ

るから、その操作からどうするかまでを全部自分で開発しなければいけないと

いうと、非常にハードルが高いです。ハードルを下げながら徐々に慣れていく

ことが必要かと思います。 

 もう一点は、ここにタブレットと書いてあります。タブレットは、調べ学習

をするのに非常に役に立ちます。そういう機器の特性も踏まえた教育の中身を

考えて、何の中身に都合がよい道具かも考えていかなければいけないと思いま

すので、ぜひ検討していただきたいと思います。 

 

○山中委員長 先ほど、学校教育部長からもお話があったように、授業の内容

をきちんとして、その上でＩＣＴをどう取り込んでいくかということが大事だ

と思いますので、この後の点検評価の中でさらに検討していきたいと思います。 

 

○生涯学習部長 ＩＣＴについては、今やっている整備状況、モデル事業の中

身などを含め、年度内に大きな方向性の方針的なもの、例えば、タブレットの

入れ方ですとか、全体の教科書教材の入れ方や活用の仕方も含めて大きな方針

を定めたいと思っておりますので、その辺をベースにしていただいて点検評価

していくことになってくるかと考えています。 

 

○池田（光）委員 別紙２のところで、この先の目安になるものをつくってい

ただいて、本当にありがたいと思って見ていました。 

 そこで、ここまでつくったので、できれば、平成28年度のものについてはい

つごろ議論していくのか、いつごろ対象項を確定していくのか、その辺のとこ

ろをどこかの時点で決めていただければありがたいと思います。３月よりもも

う少し手前のほうがよいかなという感じもしていますので、その辺の時期をど

こかの時点で決めていただければありがたいと思います。 

 

○山中委員長 基本的には来年度の問題ですが、どうですか。できるだけ早く

議論を開始できるようにしてもらったほうがよいということです。 

 

○教育政策担当係長 イメージとしては、２月に一度お示しさせていただいて、

３月に議案の提出と思っていたのですが、もっと早いほうがよいということで

あれば、その段階で情報をお示しすることも可能です。 
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○池田（光）委員 できれば、12月ぐらいまでがよいと思います。10月でも11

月でもよいのですが、一回、議題に上げてもらうと、いろいろな議論がしやす

いかと思っています。事務的に難しければ構いませんけれども、点検評価のと

ころはどれがよいのか、やっていく中で変わっていくことがあると思うので、

少しでも早目のほうがありがたいと思っています。 

 

○教育政策担当係長 頭出しを11月、12月にということで進めたいと思います。 

 

○池田（官）委員 管理職のマネジメント力に関連させて、教職員のメンタル

ヘルスへの対策とか、現場でのケアとか、それがどんな形なのか、ぜひ点検し

ていただければありがたいと思います。 

 

○山中委員長 要望ですね。ほかにいかがでしょうか。 

 

（「なし」と発言する者あり） 

 

○山中委員長 それでは、具体的な案をある程度提示していただいて、また議

論していくということでよろしいでしょうか。基本的には、平成27年度の点検

評価の対象（案）、意見を徴する学識経験者については、事務局提案のとおり

でよろしいでしょうか。 

 

（「異議なし」と発言する者あり） 

 

○山中委員長 それでは、そのように決定させていただきます。 

 先ほど、学識経験者についてご意見があったように、専門が生物学という分

野ですと、一般の方は、何で生物学の人を選ぶのだと疑問を感ずるわけですか

ら、この方については、教育大学附属の小・中学校の校長先生という立場で、

教育政策全般にわたっての経験を踏まえて学識経験者として選考していること

がわかるようにしていただいたほうがよいだろうと思います。その点は要望し

ておきたいと思います。 

 それでは、議案第１号は以上です。 

 

○生涯学習部長 参考までに、今後のスケジュールの概略をまとめていますの

で、ご参考にしていただきたいと思います。具体的には、５月の連休明けぐら

いからということになりますが、改めて議案として協議していただきたいと思
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います。よろしくお願いいたします。 

 

○山中委員長 よろしくお願いします。 
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◎議案第２号 市長事務の補助執行に係る協議について 

○山中委員長 それでは、続いて、議案第２号のご説明をお願いいたします。 

 

○生涯学習部長 議案第２号の市長事務の補助執行に係る協議について、説明

させていただきます。 

 １月23日の教育委員会会議において関係条例の整備についてご審議いただい

たとおり、このたび、地方教育行政の組織及び運営に関する法律、いわゆる地

教行法の一部を改正する法律が平成27年４月１日から施行されます。 

 本日は、この法改正に伴い、新たに設置することとなった総合教育会議の運

営等に関する事務について、市長部局から協議の申し入れがあったことから、

議案として提案するものです。 

 初めに、総合教育会議について改めて説明させていただきます。 

 参考資料をご覧ください。 

 この資料は、今回の地教行法改正の概要について、文部科学省が作成したリ

ーフレットです。総合教育会議に関する説明は、右側、ポイント③総合教育会

議になります。 

 総合教育会議とは、今回の法改正によって新たに設置されることになった会

議で、市長が招集し、市長と教育委員会という対等な執行機関同士が協議、調

整を行う場です。 

 この会議においては、教育の目標や施策の根本的な方針となる大綱や、重点

的に講ずべき教育施策等について協議、調整を行うこととなります。 

 なお、ここで言う協議とは、自由な意見交換、調整とは教育委員会の権限に

属する事務について、市長の権限に属する事務との調和を図ることとされてい

ます。この会議で協議、調整した結果、両者が合意した事項についてはそれぞ

れ尊重義務を負いますが、協議、調整が整わなかった教育に関する事務の管理、

執行に関しては、これまでどおり、教育委員会が最終責任者として決定してい

くことになります。 

 この総合教育会議の運営等事務の所管に関しては、改正になった地教行法に

おいて、市長が当該会議を設置し、招集すると規定していることから、市長部

局において担うことが想定されています。 

 しかし、当該事務については、地方自治法の規定に基づき、各自治体の実情

に応じて教育委員会事務局に委任または補助執行させることも可能であるとの

見解を文部科学省が出しており、本市においても、別紙のとおり、市長部局か

ら教育委員会に対し、総合教育会議の運営等の事務を、教育委員会を補助する

職員が補助執行することについて協議の申し入れがあったところです。 

 事務局としては、総合教育会議において協議題となる事項は教育行政に関す
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るものが主であることから、当該会議の運営等の事務の執行には、教育分野に

係る様々な専門性を必要とする点、また、当該会議の開催に当たっては、市長

部局と教育委員会事務局間に加え、各教育委員の皆さんとの連絡調整も行う必

要がある点から、札幌市においては、当該事務を教育委員会事務局の職員が補

助執行することによって、より円滑かつ効率的に執行することができるのでは

と考えたところです。 

 つきましては、本議案にあるとおり、市長部局から申し入れがあった総合教

育会議の運営等に関する事務を、地方自治法第180条の２の規定に基づき、教育

長が執行することとし、その旨を市長部局へ通知することとしてよろしいか、

ご審議のほどをよろしくお願い申し上げます。 

 

○山中委員長 ありがとうございました。 

 ご質問、ご意見はいかがでしょうか。 

 

○池田（光）委員 全国の教育委員会も同じような形でやるのでしょうか。 

 

○総務課長 現在、20の政令指定都市の中で、教育委員会事務局職員が補助執

行する方向で検討中の市は６市、市長部局が担当するのが８市、未定が６市と、

３等分に分かれている状況です。 

 

○山中委員長 補助執行というのは、例えば、総合教育会議を開くときに、い

ろいろな資料をつくったり、設営とか、そういうことを教育委員会事務局でや

るのか、市長部局のほうでやるのかということですね。 

 

○総務課長 あくまで補助執行ですので、市長の名をもってやることには変わ

りありません。ただ、実際の事務をどちらがとるかということで、札幌市の場

合は、現在の教育委員会で非常に円滑に進んでいるということと、やることは

教育行政に関することですので、教育委員会事務局でやるほうが効率的だろう

ということで、そういう形の提案になっています。 

  

○山中委員長 市長部局が担当となった場合でも、市長部局が教育委員会事務

局に、こういう資料を集めてくれとか、この点はどうなっているのだというこ

とを聞いてこないと具体的なものを用意できないということにもなりかねない

のでしょう。 

 

○総務課長 はい。 
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 ただ、一つ補足させていただきますと、現段階で、４月１日から体制を整え

なければいけませんので、そのようにいたしましたが、４月12日の市長選で選

ばれた市長が、直接事務を執行するというふうになるかもしれませんし、最終

的には市長選後の判断になろうかなと思いますけれども、４月１日のスタート

としてはこの考え方でいきたいというところです。 

 

○池田（官）委員 今のことと関連して、補助執行の申し入れを受けて、それ

を首長が撤回することについての規定もあるのですか。例えば、一度、申し入

れをしたら、ある程度の期間はそれが続くとか、極端に言うと、申し入れをし

て、４月12日なりの時点でそれを撤回するということも理論的には起こり得る

ものなのですね。 

 

○総務課長 今回の協議が調えば、期限を定めたものではありませんので、別

の考え方が決まった段階で変わるということです。いつまでということはあり

ません。 

 

○池田（官）委員 いつまでの期間、補助執行を行うという期間についての規

定も全くないわけなのですね。 

 

○生涯学習部長 ありません。今回、法律自体は４月１日から施行になるもの

ですから、その段階で、市長部局にするのか、教育委員会事務局にするのかを

決めなければならないということです。 

 

○山中委員長 同じ市長であっても、この方針でやっていこうということでや

ってきたけれども、やっぱり変えたほうがよいなということで、補助執行を取

りやめにしたいという場合もあり得るということですね。 

 

○総務課長 総合教育会議は、あくまで市長が招集して主宰しますので、市長

の意向による部分が大きいと思います。 

 

○池田（光）委員 政令指定都市では市長部局がやるところが結構あるという

ことですが、その理由はどういうところなのでしょうか。現実的には、教育委

員会でしなければならない状況になるような気がしますが、あえて市長部局に

したというのはどういうことですか。 

 

○総務課長 法で想定しているのは、基本的には市長部局で担当するというこ



 

- 14 - 

となので、まずはそこからスタートしているのではないかと思います。 

  

○池田（官）委員 北海道はどうするのかという情報は入っていますか。 

 

○総務課長 北海道は、知事部局が総合教育会議をやるというふうに聞いてい

います。 

 

○庶務係長 北海道の場合、知事部局の総合政策部で事務局を担うということ

です。教育委員会の職員がそちらに異動され、業務を行うと聞いています。 

 

○山中委員長 ほかにありませんか。 

 

（「なし」と発言する者あり） 

 

○山中委員長 それでは、議案第２号については、教育長が市長の権限を補助

執行する申し入れを受けるということでよろしいでしょうか。 

 

（「異議なし」と発言する者あり） 

 

○山中委員長 それでは、そのように決定させていただきます。 
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◎議案第３号 市長事務の補助執行に係る協議について 

○山中委員長 続いて、議案第３号について、事務局からご説明をお願いしま

す。 

 

○児童生徒担当部長 議案第３号の市長事務の補助執行に係る協議について説

明いたします。 

 本年４月より実施される子ども・子育て支援新制度に関する市長事務の補助

執行に係る協議の申入れについて、別添１のとおり、子ども未来局より依頼が

あったことから、議案として提案するものです。 

 具体的な内容については、別添２を使って説明させていただきます。 

 まず、裏面の「２ 子ども・子育て支援新制度による市長部局の新たな所管」

の表をご覧ください。 

 子ども・子育て支援新制度においては、新たに施設型給付という財政支援の

仕組みが作られ、各市町村が幼児期の教育、保育、子育て支援の提供について

計画を策定し、給付等を行うことになります。 

 札幌市においては、市長部局の子ども未来局が認定こども園及び施設型給付

に移行する私立幼稚園を所管し、認可、確認、給付、指導等の新たな事務を行

うこととなり、平成27年４月で対象になる件数は、表の一番左側の青字のとお

り、認定こども園17園、現行制度から施設型給付に移行する私立幼稚園18園の

計35園です。 

 この新たな事務のうち、幼児期の学校教育や幼稚園のあり方については、教

育及び学校にかかわる様々な専門的知識や経験を要することから、事務の一部

を教育委員会事務局に補助執行を依頼されています。 

 下段にある「３ 市長部局と教育委員会の関係」をご覧ください。 

 これまで、教育委員会が関与するのは公立幼稚園だけでしたが、子ども・子

育て支援新制度においては、改正後の地方教育行政の組織及び運営に関する法

律第27条の５に「地方公共団体の長は、教育委員会に対し、学校教育に関する

専門的事項について助言または援助を求めることができる」とあり、国も、質

の高い幼児期の教育、保育を提供する観点から、教育委員会が積極的に新制度

に関与することが求められています。 

 次に、依頼されている補助執行の事務内容についてです。表面の「１ 補助

執行を依頼されている事項」の表をご覧ください。 

 １点目は幼稚園等における幼児教育に関する運営指導、２点目は幼稚園等に

おける入園に関する応諾義務の履行確認、３点目は認定こども園に勤務する保

育教諭に関する幼児教育の研修の実施、４点目は市立認定こども園における３

歳児以上の健康診断業務です。 
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 具体的な内容としては、幼稚園等における教育課程等の作成や運用等につい

ての確認、特別な支援を必要とする幼児が学校教育に適応できるかの判断、保

育教諭に対する研修の実施、各種検体検査、専用器材の調達、配備などの健康

診断に関連する業務といったものになります。いずれも、本市においては、教

育委員会のみがその知識と経験を有しているものですので、内容の具体的な部

分について補助執行を依頼されているところです。 

 議案第３号の説明は以上です。 

 ご審議のほど、よろしくお願いいたします。 

 

○山中委員長 ありがとうございました。 

 これも、市長部局の子ども未来局の所管ですが、教育委員会事務局の方が経

験を持っているから補助執行してください、ということですね。 

 ご質問、ご意見はいかがでしょうか。 

 

（「なし」と発言する者あり） 

 

○山中委員長 それでは、原案どおり決定ということでよろしいですか。 

 

（「異議なし」と発言する者あり） 

 

○山中委員長 それでは、議案第３号については、提案どおり決定されました。 
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◎議案第４号 札幌市立学校の学校給食における複数校給食に関する規則の一 

       部を改正する規則案 

○山中委員長 議案第４号について、事務局から説明してください。 

 

○学校施設担当部長 議案第４号 札幌市立学校の学校給食における複数校給

食に関する規則の一部を改正する規則案について説明申し上げます。 

 今回、平成27年度の学校給食の実施に当たり、規則の別表で定めている複数

校給食の組み合わせの一部改正についてご審議いただきたいと存じます。 

 まず、資料の２番目の変更内容というページをご覧ください。平成27年度の

複数校給食実施形態の変更内容です。 

 まず、改めて、札幌市の学校給食の実施形態について説明させていただきま

す。 

 札幌市では、自校分の給食のみを調理する単独調理校方式と、自校分に加え、

近隣の調理施設を持たない学校の給食をあわせて調理する複数校給食方式の二

つの形態で実施しています。 

 この複数校給食方式を親子給食と呼んでおり、給食の供給校を親学校、被供

給校を子学校としています。 

 また、この親子給食の組合せを定めているのが札幌市立学校の学校給食にお

ける複数校給食に関する規則ということになります。 

 今回、平成27年度の学校給食実施に当たり、親学校と子学校の組合せの一部

を変更する必要があることから、同規則の一部改正についてご審議いただきた

いと存じます。 

 具体的な変更内容について、概略を説明させていただきます。 

 今回の変更は、大きく分けて２点あります。 

 １点目は、学校改築等に伴う変更についてです。 

 まず、平成26年度末で改築整備が終了する中島中学校及び啓明中学校に関す

る変更ですが、表中では変更（ア）及び（イ）の部分です。 

 中島中学校は、現在、幌東中学校の子学校として給食提供を受けていますが、

学校改築に伴い、親学校としての稼働を想定した調理室が整備されることから、

平成27年度から柏中学校の親学校とします。これまで、柏中学校は真駒内曙中

学校から給食を供給していましたが、運搬距離が長かったこともあり、今回の

改築で、より衛生的な設備を備え、かつ、近郊である中島中学校を親学校とし

て選定しました。 

 この変更に伴い、幌東中学校と真駒内曙中学校は単独調理校となります。 

 啓明中学校についても、中島中学校と同様に平成27年度から稼働しますが、

こちらは、自校の調理食数が多いことや、近隣に組替えを要する適当な子学校
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がないことから、平成27年度については単独調理校とします。 

 続いて、屯田小学校及び開成中等教育学校に関係する変更についてです。表

中では変更（ウ）（エ）の部分です。 

 屯田小学校は、現在、改築作業をしていますが、平成27年度当初から親学校

として稼働する予定でした。しかし、改築工事が遅れており、給食開始が２学

期からとなったため、１学期については、現行どおり、屯田南小学校の子学校

として給食の供給を受けることとなります。また、年度途中に親学校になるこ

とは、事務手続上、煩雑になりますこと等から困難であるということで、平成

27年度については単独調理校としております。 

 開成中等教育学校については、平成27年度から新規開校するところですが、

中学校に相当する前期課程については、学校給食を提供することとなります。

これまで、単独調理校だった東栄中学校を親学校としました。 

 続いて、変更（オ）についてです。 

 現在、単独調理校である月寒東小学校は、平成27年度から全面改築工事が行

われます。工事中は給食調理には使えないということになりますので、近隣の

しらかば台小学校を親学校とすることとしています。 

 学校改築等に伴う変更について以上です。 

 ２点目は、衛生管理上の課題のある調理校の子学校化及び調理食数の調整等

に伴う変更についてですが、表中の変更（カ）の部分になります。 

 先ほどの全面改築等により、新たに衛生管理面で優れた調理室を備えた学校

が整備される一方で、築40年を超え、老朽化や施設面積等の問題から、汚染区

域と非汚染区域の明確な区分けが困難でできないなど、衛生的に課題の残る調

理室の学校も生じてきているところです。調理校数の増加による財政的な負担

にも配慮して、このような学校については、計画的に、子学校として、より衛

生的な調理室を備えた学校からの給食供給を受けられるように組替えを、随時、

実施しているところです。 

 平成27年度については、白石小学校をその対象としています。 

 続いて、食数の調整等に伴う変更です。 

 東札幌小学校は、児童数178人の西白石小学校の親学校としていましたが、西

白石小学校は、食数が少なく、供給能力に余剰があることから、今回、児童数

510人の白石小学校の親学校として組み替えることとしました。 

 一方で、北郷小学校は、調理食数が多かったことから、表にあるとおり、調

理食数の少ない西白石小学校を同校の子学校に、米里小学校をこれまで単独調

理校だった菊水小学校の子学校にすることで、調理食数の調整を図ったところ

です。 

 最後に、変更（キ）の部分についてです。 
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 星置東小学校は、調理食数が多く、近年、児童の増加が見られる学校です。

既存の調理室ではこれ以上の児童増に対応できないおそれがあることから、平

成27年度から単独調理校として、稲穂小学校は、これまで単独調理校だった手

稲西小学校の子学校に変更することとしました。この組替えにより、従来の組

合せにおいて、運搬距離が４キロメートルを超えているという課題もあわせて

解消しています。 

 少々複雑で長くなりましたが、本案の説明は以上でます。 

ご審議のほど、よろしくお願いいたします。 

 

○山中委員長 ありがとうございました。 

 ご質問、ご意見、いかがでしょうか。 

 今回の組替えによって、デメリットとなることはないのですね。 

 

○学校施設担当部長 デメリットはどんどん解消していく傾向にあります。現

状、古くなったものをスクラップして、新しくできた衛生設備を充実したもの

に取りかえているということで、組合せが入れかわっている状況です。 

 

○山中委員長 現場で混乱するというおそれもないのですか。 

 

○学校施設担当部長 改築に伴う変更などは何年もこういう形で行われてきて

おりまして、現場も、今度はこういうことだと予想していただいていますので、

その辺は大丈夫だと思います。 

 

○池田（光）委員 生徒の人数が変化していったときに、それに対応していく

ような形がとれていけるのかなど、今後の課題みたいなものはあるのですか。 

 

○学校施設担当部長 子どもの数は減る傾向にありますので、どこかでバラン

スが崩れてきます。その一方で、改築は古い順番にやっています。必ずしも全

市満遍なく均等に改築していくわけではないので、近代的な調理室が満遍なく

できていくわけではない一方、子どもたちが減っていってバランスが悪くなる

形になるものですから、これから老朽化が進展していくのと子どもが減ってい

くことのかみ合わせで、その辺の調整が非常に厳しくなってくることは数年先

に予想されています。 

 昭和40年後半ぐらいから、１年に15校ぐらいずつ学校を建てた時代がありま

して、それらが一斉に老朽化のピークを迎えることになるので、給食室をどう

やって配置していくのか、非常に大きな課題になってくると思います。 
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○山中委員長 改築の場合、今後の児童数がこうなっていくだろうということ

を考えて改築するけれども、そのときに、給食の関係についても頭に入れて改

築するということではないわけですね。 

 

○学校施設担当部長 前面には出てこないですが、統廃合の関係で親子のバラ

ンスがどんどんずれてくるものですから、トータルではどういう形が一番よい

のか、統廃合等を総合的に判断します。 

 

○山中委員長 給食の組合せを後から考えていく形にならざるを得ないわけで

すね。 

 

○学校施設担当部長 苦肉の策で入れかえているような格好ですが、これから

はだんだん苦しくなっていくことが予想されています。 

 

○山中委員長 その辺は、池田（光）委員の質問との関係でいえば、改築や統

廃合でこうなるだろうということを見越して、改築の中に給食のことも織り込

んだ改築を考えたほうがよいのではないかと思います。 

 

○学校施設担当部長 今のように、温かい給食をできるだけ近くのところに運

ぶシステムがなかなか機能しなくなってくるので、その辺は十分に考えていか

なければならないと思っています。 

 

○池田（光）委員 今の時代だと、保温技術などがあると思います。もうやっ

ていらっしゃると思うのですが、そういうところも研究してみたりしていただ

きたいです。もちろん研究していらっしゃると思いますが、その辺も提案して

いただいて、議論に入れてもれえばと思います。 

 それから、できれば図式でもらえるとすごくわかりやすいと思います。この

表だととてもわかりづらいのですが、図式はありますか。 

 

○山中委員長 後のほうにあります。 

 

○池田（光）委員 札幌市の地図がついていたりすると、もう少し検討の余地

があるのかなという気がします。 

 

○学校施設担当部長 どれぐらいわかりやすくできるか、検討させていただき
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たいと思います。 

 

○山中委員長 地図上であらわしてくれると、これがこちらへ行くのだなとい

うのがわかると思います。 

 

○阿部委員 親子の関係というのは、あくまで、小学校は小学校が親子の関係

であるべきという考え方ですか。 

 

○学校施設担当部長 小学校と中学校ではメニューも量も違いますので、基本

的には、同じ調理室でつくる場合に、両方が入りまじらないようにという考え

方でやっています。 

 

○山中委員長 量とかカロリーが違いますからね。ほかにいかがでしょうか。

特にありませんか。 

 

（「なし」と発言する者あり） 

 

○山中委員長 将来は人口減もあり、偏っていく場合もあるでしょうし、そう

いったことも考えながら、ある程度、総合的に見通しを立てていただくことは

大事かなと思います。 

 それでは、この議案に関しては、このとおり決定でよろしいでしょうか。 

 

（「異議なし」と発言する者あり） 

 

○山中委員長 それでは、議案第４号については、提案どおり決定されました。 
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◎議案第５号 札幌市教育委員会公文書管理規則等の一部を改正する規則案 

○山中委員長 それでは、議案第５号についてご説明お願いします。 

 

○学校教育部長 議案第５号の札幌市教育委員会公文書管理規則等の一部を改

正する規則案について説明いたします。 

 市立札幌開成中等教育学校については、いよいよ来月開校しますが、学校教

育法第１条に規定する中等教育学校という新たな学校種が札幌市立の学校で初

めて開校することになります。先日は、中等教育学校の設置に伴い、改正が必

要となる条例として、平成27年第１回定例市議会に提案した中等教育学校の設

置に伴う関係条例の整備に関する条例案のうち、教育委員会が所管する部分に

ついてご審議いただきましたが、本日は、教育委員会が所管する規則で改正が

必要なものについてご審議をお願いするものです。 

 今回、中等教育学校の設置に伴い、札幌市教育委員会公文書管理規則等、全

部で九つの規則の改正が必要となります。改正内容は、中等教育学校に係る文

言を追加したもの、市民にもわかりやすいよう、学校種を明記するという観点

から、これまで小学校、中学校、高等学校に含まれるものとして扱っていた特

別支援学校を追加したもの、その他あわせて規定整備を行ったものとなってお

ります。 

 順に説明させていただきます。参考資料として新旧対照表を添付しています

ので、ご覧ください。 

 まず、①札幌市教育委員会公文書管理規則ですが、学校における文書事務を

処理する者として、学校に学校文書管理者及び学校文書取扱者を置いており、

高等学校では事務長を充てていることから、中等教育学校についても同様に事

務長を充てることとするものです。 

 次に、②札幌市立特別支援学校学則ですが、特別支援学校の高等部に入学す

ることのできる生徒は、中学校を卒業した者またはこれと同等以上の学力があ

ると認められた者とされていることから、ここに中等教育学校の前期課程を修

了した者を加えるものです。 

 次に、③札幌市立学校職員被服貸与規則ですが、中学校または高等学校にお

いて、理科、家庭科または美術科を担当する教諭等には白衣を貸与することと

していることから、ここに中等教育学校と特別支援学校を加えるものです。 

 次に、④札幌市立学校の指導が不適切な教員の取り扱いに関する規則につい

ては、対象となる教員に、中等教育学校の教員を追加するものです。 

 次に、⑤札幌市立学校の児童、生徒等の災害共済給付に係る共済掛金に関す

る規則ですが、災害共済給付契約に係る児童または生徒の保護者等から徴収す

る共済掛金の額について、中学校の生徒と高等学校の全日制課程の生徒に準じ
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て、中等教育学校の前期課程と後期課程それぞれの金額を定めるとともに、所

要の規定整備を行うものです。 

 次に、⑥札幌市奨学金支給条例施行規則ですが、高等学校等に進学しようと

する者の奨学生になるための願書の提出期限を定める規定に、中等教育学校の

後期課程への進級を追加しました。また、様式のうち、高等学校の記載がある

ものについても、中等教育学校の後期課程と特別支援学校の高等部を追加する

とともに、所要の規定整備を行いました。 

 次に、⑦札幌市生涯学習センター条例施行規則、⑧札幌市定山渓自然の村条

例施行規則、⑨札幌市青少年科学館条例施行規則ですが、いずれも、市内の中

学校または高等学校が使用する場合に、使用料等減免の規定があることから、

ここに中等教育学校と特別支援学校に係る文言を追加するとともに、⑨につい

てはこれとあわせて所要の規定整備を行いました。 

 説明は以上です。 

 ご審議のほど、よろしくお願いいたします。 

 

○山中委員長 ご質問、ご意見はありますか。 

 形式的な文言の改定のようですが、提案どおりとさせていただいてよろしい

でしょうか。 

 

（「異議なし」と発言する者あり） 

 

○山中委員長 それでは、提案どおり決定とさせていただきます。 
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◎議案第６号 札幌市立高等学校及び幼稚園に勤務する職員の評価に関する要 

       綱の一部を改正する規則案 

○山中委員長 それでは次に、議案第６号の説明をお願いします。 

 

○教職員担当部長 札幌市立高等学校及び幼稚園に勤務する職員の評価に関す

る要綱の一部を改正する要綱案について説明申し上げます。 

 札幌市立高等学校及び幼稚園に勤務する職員の勤務成績の評定については、

平成20年度から札幌市立高等学校及び幼稚園に勤務する職員の評価に関する要

綱等に基づき、現在、実施しているところです。 

 このたび、平成27年度の市立札幌開成中等教育学校の開校に伴い、当該要綱

に必要な規程整備を行う必要が生じることから、本改正案を提案するものです。 

 具体的な内容については、これまで札幌市立高等学校に勤務する職員として

いたものに、中等教育学校の後期課程の職員を加えるものです。詳細について

は、新旧対照表のとおりです。 

 本件に関しましては以上のとおりです。 

 ご審議のほど、よろしくお願いいたします。 

 

○山中委員長 ご質問、ご意見はいかがでしょうか。 

 

○池田（官）委員 要綱と規則というのは、どちらが上位なのですか。要綱と

いう言葉は、耳なれなくて、わかりづらいので、教えていただければありがた

いと思います。 

 

○教職員課長 規則が上です。要綱は、内部の取り決めのようなものとお考え

いただければと思います。 

 

○山中委員長 中等教育学校の場合には、１年・２年と３年・４年と５年・６

年を３段階に分けてカリキュラムを組んだりしていくようですが、そういう関

係と評価の関係で、中等教育学校の前期課程となると１年・２年・３年ですね。

後期課程は４年・５年・６年ですが、３年、４年にわたって授業をする場合、

この評価との関係ではどういう扱いになるのですか。 

 

○教職員課長 身分と申しますのは、前期課程、後期課程となりますが、３年、

４年の部分については、前期課程である３年生の教員が、カリキュラムの都合

上、後期課程の部分を教えたりすることになりますが、その部分を前期課程の

教員に対する評価として、後期課程のカリキュラムにかかわるような部分を総
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合的に評価するとお考えいただくしかないと思います。 

 

○山中委員長 身分的には、中等教育学校の教職員である者が、カリキュラム

の上で３年、４年の両方をやっているときに、４年の授業とか４年のほうにか

かわることも評価の対象に入るのだということですか。理屈から言うと変な気

がします。 

 

○教職員課長 業務として持っているものになりまして、かかわることになり

ますので、その部分の評価を外すほうがかえって合理的ではないような気もい

たします。 

 

○山中委員長 その評価によって不利益を受けたような場合に、自分は中等教

育学校の前期課程の教職員であると。それが、身分に関係のない４年にかかわ

ることで評価されるのはおかしいということで、不利益処分のときに問題にな

る危険があるかなと心配しています。不利益処分はあり得ないというのならよ

いのかもしません。 

 

○教職員係長 学校職員評価制度なのですが、目的の主な部分が職員の資質向

上ですとか学校生活の活性化において児童生徒に還元することを目的にしてい

ますので、ご心配されているような部分は少ないかなと思っております。 

 兼務しているというところで、前期課程と後期課程で、兼務の部分は、今後、

教員がその本務に着目してというところは、現行の制度では本務を中心にとい

うことで考えています。 

 

○山中委員長 今後、運用していく中で、考えなければいけない場合も出てく

るかもしれないという気がするのですが、どうなのでしょうか。 

  

○池田（光）委員 余りなじみのない要綱だったので、どこかの機会で一度勉

強をさせていただければありがたいと思います。現在、どんな形で評価されて

いて、それがどう生かされて、あるいは、どこかに課題があるのか、よいとこ

ろがあるのかを少し勉強させていただければありがたいと思います。 

 

○山中委員長 そうですね。確かに、少しわかりにくい制度ですからね。きち

んとわかっていないまま、議案として、はい、これで結構ですというわけには

いかないのかもしれませんけれどもね。 
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○池田（光）委員 別の機会に勉強させていただければありがたいと思います。 

 

○山中委員長 別の機会に、勉強するような場面をつくっていただければと思

います。 

 ほかに何かありますか。 

 

（「なし」と発言する者あり） 

 

○山中委員長 では、改正としては文言上のことなので、これでよろしいでし

ょうか。 

 

（「異議なし」と発言する者あり） 

 

○山中委員長 それでは、決定させていただきます。 

 

○山中委員長 続いて、第７号に入りますが、第７号からは公開しない議案と

なりますので、傍聴の方はご退席をお願いします。 

 

〔傍聴者は退席〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

以下 非公開 


